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研究ノート
両大戦間イギリス経済と
ロイド・ジョージの「ニューデイール」
? ?
聖
要約
1935年，ロイド・ジョージは第一線から退いたあと，失業解消を目指して「ニューディール」といわれ
る演説を行った。論文ではないので詳細な提案とはならなかったが，それだけにかえって大きな反響を呼
び『エコノミスト』，『タイムズ』そして大蔵省の高官の間に波紋を投げかけた。時の首相までが手紙をし
たため，具体的な提案の提示を促している。本稿では以上のような情況を年代別に資料を提示することに
よってたどっている。そこでは大蔵省高官と「エコノミスト』では見解が大きく異なっていることが読み
取れる。両大戦間イギリスにおける政策の推移については， 1939年にはまだロイドジョージやケインズ的
方向の管理経済からは，依然として若干の距離があったようである。
キーワード：両大戦間；イギリス；ロイド・ジョージ；大蔵省見解；失業：管理経済
経済学文献季報分類番号： 0410 ; 0440 ; 0443 ; 0731 
第 1節 ロイド・ジョージの政策
本稿の目的は，両大戦間というまさにイギリスにとっては構造的転換期にあった時期に，ロイド・
ジョージの「ニューディール」に代表される拡張主義的で楽観的傾向の強い，ケインズを含めた経
済学者や政治家などの不況対策についての提案が大蔵省，すなわち時の政府の政策的対応にいかな
る影響を与えたかを，資料によって跡づけることにある。
そこでまず最初にロイド・ジョージ (LloydGeorge, David, 1st Earl of Dufor)の政策スタンス
が如何なるものであったかを歴史的にたどっておきたい。
すでにロイド・ジョージは首相として政権の中枢にあった時代（第 1次・ 1916-19,第 2次・ 19-
22)とくに，第1次大戦後には公共事業を失業対策に結びつけようとするなど，ルーズベルトの「ニ
ューディール」に近い考え方をもち，時に応じてそうした見解を披漉し，提案していた。それに対
して大蔵省は保守的で慎重な見解をもっていたが，それは，経済学説上の反対論というよりはむし
ろ，主に政治的，行政管理上の理由からの消極的対応であった。すなわち国の財布の紐を握ってい
るという大蔵省の責任と権力は，具体的には，第 1に，均衡予算主義への固執であり，第2に公共
事業に依存する経済政策に対する反対の表示であった。
いうまでもなく，大蔵省の行政的地位は，政府の財政・金融および政治の中心である。イギリス
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大蔵省は1860年代のグラッドストーン (Gladstone,William Ewart)の改革以後，半世紀に及び，
中央政府支出の管理責任者として君臨した。 1919年大蔵省は，財政・金融の総元締として政府内の
他省庁をも管理する権限を与えられたことにより，その権力をさらに一層強めた。 19世紀を通じて，
国家財政の基礎となる原則は均衡予算の慣行であった。
こうした正統派的均衡予算主義の慣行が長期に及んで実施されてきた背景には， (1)古典派経済
学の国家観。 (2)不均衡予算はインフレーションの引き金となるとの懸念。 (3)国債の発行は利
子支払や減債基金という形での手数料を伴い，生産的事業に追加負担を課すという見解。 (4)不均
衡予算は元来非生産的性質を含んでおり，公共事業は引き合わないという考え方などがあった％
1937年頃以降においては，経済学者や政治家の間で公共事業が安定化政策として有効だとの大方
の合意が形成されるようになった。すなわち，その頃から大蔵省はロイド・ジョージやケインズの
公共事業勧告の方向に沿って，徐々に行政面での諸規制を緩和していった。しかし大蔵省は，議会，
シティおよび産業界からの種々の要求および圧力に対応せざるをえないという立場から，予算策定
において原則的には正統派的な均衡予算主義を堅持し，できうるかぎり危険を避けようとする傾向
をもっており，事にあたっては慎重に対処しようとする習性から，拡張主義的で楽観主義的なロイ
ド・ジョージやケインズの主張に対しては，どちらかというと懐疑的な傾向を強くもつようになっ
ていたのである。
両大戦間の「大蔵省見解 (Treasuryview)」はロイド・ジョージ政府 (1916-19,19-22)が1920
年12月に失業者補助金委員会 (UnemployedGrants Committee)を任命しようとする行動に対す
る，大蔵省の反応に現れていると考えられている。すなわち，この委員会は，公共事業を進めるに
あたって大蔵省基金を地方政府当局に分配しようとするものであった。すなわち，当時の高い失業
率 (1920年11月の3.5%に対して12月は7.9%)は，第1次大戦後の異常なプームが終わったことに
よって生じたものであるので，これに対処しようとするものであった。第1次大戦前にも行われた，
こうした一時的な救済計画は社会的に困難な問題を緩和するためにか，あるいは不況期に生ずる社
会不安を静めるために実施されるものであると，本来は考えられていたようである。ところが予想
以上に長期にわたって高い失業率が続いたので，大蔵省は失業問題に対するかかる彊縫的な取り組
みに対して強く抵抗しはじめた2)。1922年にロイド・ジョージから保守党のロー (Andrew Bonar 
Law)に政権が移り，ボールドウイン (StanleyBoldwin)が新しく大蔵大臣に就任することによっ
て，閣僚たちは「政府が利用するために託された資金は，経済活動によってえられた資金である。
したがって，政府が借金をすることは経済活動を沈滞させることになり，その結果失業を増加させ
ることになるであろう。」と警告したのである。なお，大蔵省見解の形成，変遷そしてケインズ経済
学への反応のプロセスについては幸い多くの先行研究の蓄積があるので，本稿では行論の必要に応
じて取り上げることにする3)。そこで以下において，ロイド・ジョージのイギリス政界での位置づけ
と彼のいわゆる「ニューディール」の主張がどのようにして行われてきたかを跡づけてみよう4)。
第 1次大戦の長期化にともなって，イギリス政府はすでに掲げていたスローガン Business as 
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usual「平常通りの営み」で大規模な戦争を戦うのは困難となり，本格的な戦時体制に移行せざるを
えなくなった5)。1915年5月に，弾薬不足に対する新聞の非難キャンペーンいわゆる「砲弾スキャン
ダル」と， トルコでのガリポリ作戦（ダーダネルス遠征）に反対した海軍大臣フィッシャー卿(Fisher
[of Kilverstone] John Arbuthnot, Baron)の辞任がきっかけとなって，アスキス (Asquith,
Herbert Henry)政府への批判攻勢が高まった結果，自由党単独内閣に代わって，アスキス首相の
下で連立内閣への再編を余儀なくされた6)。これによって，ウイッグ (Whig)・トー リー (Tory)以
来続いていたイギリスの伝統的な政治システム，すなわち保守・自由の二大政党のいずれかによる
政権担当という体制は崩れたのである。また，労使休戦・戦争協力を受け入れて，反戦派のJ.R.マ
クドナルド (Macdonald, James Ramsey)に代わって労働党党首となったA.ヘンダーソン
(Henderson, Arthur)が教育相（実質的には労働問題顧問）として入閣したことも，この連立政府
の大きな特徴であったといわれている”。
連立政府は全国民統一を明示し，より効果的な戦争遂行を促進しようと主張したものの，外面が
変わっただけで，伝統的な政治的手法はあまり変わらなかった。ただ，大きな例外は，深刻な兵器・
弾薬不足問題に対処するために新設された軍需省 (theMinistry of Munitions)であった。ロイド・
ジョージが敏腕を振るって，多くの軍需品工場の新設および既存の工場の転用，さらには原料およ
び人力の総動員を行うなどして軍需品生産の飛躍的増大を図った。軍需相として 1年間のロイド・
ジョージの在職は，イギリス経済の姿を変えると同時に，彼に対する国民の評判を高めていったの
である。
第1次大戦の戦況は，イギリスに必ずしも有利には働かず，多数の死傷者をだし，ィギリス国民
に大きな精神的打撃を与え，陰鬱な空気が漂っていた。それは当然政局を揺り動かし，最終的に軍
需相として急速に頭角を現して，同じ自由党でありながらアスキス批判を強めてきたロイド・ジョ
ージが自由党内の主導権を握り，アスキスがその下につくことを頑強に拒みその後，自由党は分裂
した8)。ロイド・ジョージは自由党内での自説の展開をあきらめ，拡張主義者の運動の高まりを統合
しようとして， 1916年12月にアスキスに代わって首相の座についたのである。それは単なる政権交
代以上のものであったといわれている。政党の執行部や院内幹事は無視され，陣笠議員や新聞が結
合して無意識のうちに「一種の人民投票」を行い，戦争が継続する間ロイド・ジョージを独裁者に
仕立て上げたのである。自らたたき上げた人物であった新首相は，門閥や素性よりも実力中心の人
選をして，わずか5人の閣僚からなる，従来の政党政治の枠組みを越えた強力な戦時小内閣を組織
した9)0
1918年12月，総選挙が行われた。 1918年の国民代表法 (Representationof the People Act)に
より，有権者は750万人から一挙に2,000万人へと増大していた。このことは戦時中の労働組合組織
率の飛躍的な増加とあいまって労働党の躍進を促した。選挙の結果は，連立派保守党 (332)とロイ
ド・ジョージ派自由党 (127)からなる連立内閣派の圧勝に終わった。労働党は反連立派自由党を押
さえて，初めて野党第1党の位置を占めることができた10)。
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ロイド・ジョージの率いる連立内閣派の大勝は，戦争を勝利に導いた功績によるところ大であっ
たけれども，同時に，同派が掲げた戦後イギリス社会の「再建」計画，とくに「英雄にふさわしい
住宅」建設の公約が，有権者に強くアッビールしたことも重要である11)。そしてロイド・ジョージ内
閣は実際に， 50万戸の労働者向けの，しかも戦前の「庭園都市運動」の影響を強く受けた質の高い
賃貸住宅の建設に乗り出したが，担当のアディソン (Addison,Christopher)保健大臣が財政難をも
たらしたため21万戸余りが建てられたところで計画は打ち切られた。この中止はロイド・ジョージ
の「裏切り」としてのちのち喧伝されることになるけれども，イギリス住宅史上，中央政府の直接
的な住宅供給義務の原則が初めて確立された点においてそれは大きな画期点をなすものであった。
しかもこの時期の住宅は非常に水準の高いものであり，これ以降のイギリスの住宅建設はそれに大
きく規定された。
ロイド・ジョージのもう一つの重要な社会政策は失業保険の拡充であった。 1920-21年の一連の立
法措置によって大半の労働者が失業保険の給付をうける資格をえた。また失業者には家族手当も支
給されることになった。こうして実現された失業者の社会的な救済措置の水準は戦前に比べて，ま
た同時代の他の国々に比べてみてもはるかに高く，大量の失業者の存在がそのまま社会不安につな
がるようなことはなかった12)0
ロイド・ジョージの再建計画は「ゲディスの斧 (Axeof Geddes)」と呼ばれる大幅な経費削減政
策によって頓挫した。そして労働運動の退潮とともに，保守党にとってこの変則的な連立政権を維
持する必要性は薄らいでいった。 1922年10月，保守党の一般議員の結束によって連立内閣は解消さ
れた。 1922年11月の総選挙によって保守党が過半数(344/615)を制し，ロー (AndrewBonar Law) 
を首班とする保守党政権が成立した13)。労働党は1922年11月マクドナルド (MacDonald,James 
Ramsay)が党首に選出され，自由党はロイド・ジョージとアスキスの和解がなって再統一され，こ
こにイギリス政治史上稀な三大政党の鼎立状態が生まれたのである。なお政界は流動的であった。
労働党は1918年の綱領で初めて社会主義を目指す政党であることを宣言したが，当面の目標は自由
党を駆逐して保守党との新しい二大政党制を形成することにあり，自由党の支持層を切り崩すため
にも自由主義の嫡流たることが強調された。 1923年12月の総選挙は，ポールドウィン (Baldwin,
Stanley)の打ちだした保護貿易主義を最大の焦点とするものであったが，国民の保護主義に対する
反感は予想外に強く，保守党ー258,労働党ー191,自由党ー159という結果で過半数を制する政党は
なかった14)。そこで自由党は自由貿易主義を守る立場に加えて，キャスチングボートを握ろうとの思
惑から，初の労働党政権の成立に協力した。首相に就任したマクドナルドは，伝統的な議会政治の
枠組みのなかで，労働党には自由党に代わって統治を行う能力があることを証明することに政策の
力点をおいた。そのために見るべき社会政策としては，保健相ホィートリー (Wheatly)の住宅法
(Housing Act 1923)があるのみだった。同法は地方自治体の住宅建設に対する政府の補助金を増
額するものであり， 1933年までに52万戸が建設された15)0
1924年4月12日，自由党のロイド・ジョージによる公共事業計画の主張を『ネーション・アンド・
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アシニーアム』 (TheNation and Athenaeum)誌に掲載したが，これに呼応してケインズが同誌
に1924年4月24日に「失業は思い切った対策を必要とするか」と題する論文を掲載して大規模な公
共事業計画を要求した16)。「失業者数はしばらくのあいだ約100万人であった。ロイド・ジョージは国
家の干渉に反対しない型の自由党員であった。彼は気質的に失業という明白な社会的害悪に積極政
策によって対処しようと考えていた。公共事業を全国的に体系化しようという最新式の考えが，彼
の心をとらえていた。これは当局の無為無策に代わって提案するにふさわしい計画であるように見
えた。ロイド・ジョージは 1年あまり政権から離れていたのであって，なにほどか大衆の心をとら
えることのできるような農業および工業両面にわたる政策を捜し求めていたのである。すぐさまウ
ォールター・レイトン氏，サー・ウィリアム・ビヴァリッジのような権威者たちからの手紙が洪水
のように寄せられた。ケインズは，彼の賛美者たちに彼自身の見解はどうであろうかという不安な
気持ちを抱かせたまま，投書をぞくぞくと集まる任せておき， 5月24日ついに自ら乗り出した。『失
業は思い切った対策を必要とするか』しかり必要とする。」17)
1928年の議会改革により漸くにして女性も平等に選挙権を獲得した。そして1929年5月の総選挙
では，三大政党が互角に戦った。その中でも，とくに自由党は1920年代に，経済学者を交えて失業
対策を中心とするイギリス経済全般に関する分析および調査を精力的に行った。それらの成果は，
二つの経済政策に関する声明の発表となって結実した。それは，多くの人々によって，近代経済政
策の方向づけにおいて非常に重要な問題と考えられている18)0
その一つは， 1928年に発表された「イェロー・ブック」（黄書 Yellow Book) と称される『イギ
リス産業の将来』 (BガtishIndustrial Future : being the Report of the Liberal Industrial Inquiry, 
1928)であって，労使関係，イギリス産業の現状と構造，金融政策および国内諸資源の開発を取り
扱うことによって， 1920年代中頃のイギリス経済を詳細に検討している19)。
このイェロー・プック発表数ヵ月ののち， 1929年の総選挙を意識してロイド・ジョージとシーボ
ーン・ラウントリー (SeebohmRowntree)は，イェロー・ブックの失業と公共事業に関する部分
を大幅に書き換えることによって，失業救済に関して特別に多くのページを割き，自由党の「オレ
ンジ・ブック」（橙書 OrangeBook) として『われわれは失業を克服できるーロイド・ジョージの
誓約』 (Wecan Conquer Unemployment: Mr Lloyd George's Pledge, 1929)を発表した。これが
二つ目の声明である。この二つの文書は，いわゆるケインズ的分析の基本を示すものであり，拡張
主義的貨幣金融政策の主張を含むものとして大きな評価を受けたのである。ケインズは，オレンジ・
ブックに分析を加え，「ロイド・ジョージ氏の誓約」を発表し，そのなかでロイド・ジョージの提案
は雇用を大幅に増加させうると述べている。すなわち，「ロイド・ジョージ氏の非常に常識的で，実
際，明白な解決等をわれわれが信用しないというのはなぜなのであろうか？『われわらは失業者と
遊休工場を有している。それは何年もそうなっていた。わが国の設備に施しうる改善で，容易に考
えつくことのできるものは数多くある。その改善を施すために人々と工場を利用しないのはなぜな
のか？』これが事実上の彼の言っていることのすべてである。異常なのは，それがセンセーション
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を引き起こしたり，それを否定したりすることのほうである。」また彼は，自由党の新しい理念の教
育機関である自由党サマースクールの講師をもつとめた20)。
これらイェロー・ブックとオレンジ・ブックの二つの文書が，もとはといえば自由党の政治的な
綱領であったし，二つ目のオレンジ・ブックにいたっては本来は選挙向けに書かれたものであった
ために，経済的な分析の対象となりにくかったという事情から，あまり知られるところとはならな
かったようである21)。
イェロー・プックにつづくオレンジ・ブックという失業者救済のための大胆な，そして後代の歴
史家によってその先見性が高く評価される公共事業の計画を作成して，ロイド・ジョージの自由党
は選挙戦に臨むことになる。
その間， 1929年4月15日に当時の大蔵大臣であったウインストン・チャーチルが下院で行った予
算演説の中で，労働党と自由党の政策の差異，すなわち同様に巨額の支出を約束しながら，その財
源を労働党は税収にもとめ，一方自由党は政府借り入れに依存するという点に言及している22)。そし
て，ロイド・ジョージが2億ポンドの政府借り入れによって失業対策として，道路や電話事業に支
出しようという点をあげている。
これについてケインズは『イプニング・スタンダード』に「失業の対策」を掲載して言及した。
すなわち「月曜日の予算演説で大蔵大臣は同じことを繰り返している。彼が下院に告げたところに
よると，『それが政治的社会的にどんな利点をもっていようとも，国の借り入れと国の支出によって
作り出されうる雇用はごくわずかであり，事実の点でも，一般的な法則としても，それによる恒久
的な雇用増はゼロである，というのが，正統的な大蔵省のドグマである』。彼の結論では，若干の公
共支出は不可避であり，彼自身にとっては賢明かつ正当でさえありうる一ーしかし，それは失業対
策としてではない。
それゆえに，この問題は明確な問題につながっている。私は大蔵省ドグマは誤りであると言う。
それは，もっともらしくもなければ，正しくもない。」 23)
大蔵大臣チャーチルの演説のうち，まさにこのケインズが引用した「正統的な大蔵省のドグマ」
と言われるものがいわゆる「大蔵省見解」の基本的なものとされている。
以上のような，自由党およびケインズの失業対策に対して，大蔵省はこれに反論する意味を含め
て，保守党政府が発表した白書『失業に関する若干の諸提案についての覚え書き』24)に1,労働大臣
による全般的な覚え書き， 2'運輸大臣の道路，橋梁， 3'保健大臣の住宅， 4逓信大臣の運輸，
5, 運輸大臣の電力および6,大蔵大臣の指示により「大蔵省」が準備した覚え書きがある。この
内容を検討してみると，雇用拡大のために流通し銀行に預金され眠っている貨幣を，国内投資のた
めに活用すべきだとの自由党の見解に大蔵省は必ずしも正面から反対はしていなかった。なお，本
覚え書きの詳細な検討については，紙幅の関係もあるので改めて別の機会に行うこととする。
ケインズは， 5月18日「白書に対する大蔵省の貢献」を執筆している25)。
「大蔵省の出発点となる前提は，国内ですでに使用されていない資金はない，またほとんどない
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ということである。それゆえに，自由党の計画に必要な資金は，すでに国内で使用されている資金
をネットで増加させるようにして調達しようとするのであれば，それは対外投資を犠牲にしなくて
はならない。わが国の対外投資は年1億2,000万ポンドと推計されており，彼らは国内発展計画のコ
ストは 1億2,500万ポンドであることを示しているので，それは対外投資をマイナス500万ポンドに
してしまう。
この議論は人を実に唖然とさせるものである！」と手きびしい。
選挙の結果は保守党ー260,労働党ー288, 自由党—59であった26)。こうして労働党は初めて第 1 党
となり，第2次マクドナルド内閣が成立した。しかしマクドナルドと，とりわけ蔵相スノーデン
(Snowden, Philip, 1st Viscount)の率いる大蔵省を中心とする政府はグラッドストーン流の均衡
財政主義に固執し，国内需要の人為的な喚起によって景気回復を図るべきだとする自由党の提案を
自由党以上に自由党的といわれた労働党政府の受け入れるところとはならなかった。ここにこそ政
策の中枢にあって，時の政府の政策に大きな影響を与えつづけている「大蔵省見解」が問題となる
のである。
第 2節 ロイド・ジョージの演説
ロイド・ジョージは年に 1度，オール・ウェールズ芸術祭で演説するのがならわしで，それも木
曜日は「ロイド・ジョージの日」として，ウエールズの大きな催し物の一つになっていた。ことに
1935年1月17日木曜日は彼の75歳の誕生日にあたり，最後の遊説となったのである。ちなみに彼は
1945年3月26日， 82歳で死去した。ロイド・ジョージの選出選挙区はウェールズのカナボーン選挙
区でありそこはバンゴール，カナポーン，コヌイ，ネファン，プールヘリおよびクリシースの六つ
の町の連合からなっている。 1890年4月， 27歳で立候補し，わずか18票差で当選して以来， 54年間
議席を固守したのである。
その選挙区のバンゴールにあるドリル・ホールでの演説で，彼はイギリス経済の発展に関する提
案の概要を示した。その演説を聞くための聴衆を輸送すべく特別列車がウエールズの各地から仕立
てられたし，会場に入りきれない人々のために， 5,000人収容可能な野外広場が設営され，そこにも
放送が流された27)0
以下にその演説の概要を示しておこう。
ロイド・ジョージが演説に先だってその立場をまず明確にし，これまで政府の中枢にあり，政党
人としての数々の経験を積んできたので，それを踏まえて危機に直面しているイギリスおよび世界
をも救うための努力を行うつもりであると訴えたのである。「私はイギリスや帝国が，かつて経験し
たことのない最大の緊急事態に直面しているのを見て，それを指導する大きな責任があると考えて
いる。したがって私が公人として留まっている限りは，イギリスの災難や困難を解決するための提
案をし，相談に応じ，そして激励鼓舞をする力がある間は，そうした貢献をする権利があるし義務
があると思っている。」そして政党のもつ意義を否定するものではないが，イギリスのみならず，世
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界的にも危機的状況にある時，政党の主導権争いなどにうつつを抜かしている場合ではない。「私は
イギリスが国際的，経済的な困難に直面して大胆な行動を遅らせるという危険を冒さないようにイ
ギリス国民のかつての召使として最善を尽くすことを約束します。」とまさに使命感に燃えた提言を
しようとしている。
1935年現在の混乱と不況は，通常の状況ではなくこれまでと大きく異なっているとの認識，つま
り新しい状況である。物があふれているにもかかわらず貧困で買うことができない。まさに「現代
の最大のパラドックス」である。
アメリカのルーズベルト大統領は恐慌の原因をさらに突き詰めることによって，最初に考えてい
たよりも完全な変化を必要とするということを知ったのである。そして古い経済秩序は終焉し，再
来はないと宣言した，まさに開始宣言であり「ニューディール」である。筋金入りの保守主義者で
ある，カナダ首相は直ちに賛意を示したし，そしてイギリス国教会を統括するカンタベリー大司教
も1935年1月の新年の挨拶でアメリカのニューディールに呼応して同様の考えを示した。すなわち，
彼らは過剰生産物の大規模で妥当な分配を考えるべきであると考えた。しかし，イギリスの大蔵大
臣ネヴィル・チェンバレン (NevilleChamberlain)は「政府はすでに示した以上の失業救済策を実
施するつもりはない」として反対した。
イギリスは失業対策として公共事業に信頼をおいていない。大蔵大臣は従来通りの方針に固執し
ているし，保守党もそれに賛成し，タイムズもしかりである。確かに1932年のあの不況からゆっく
りとではあるがかなりの回復が見られるが，しかし失業者数はまだかなり多いし， 1934年の貿易赤
字も大きい。
そこで1935年当時の実状を提示しようとする。すなわち，国際貿易に関する限りたいへん悪い状
況である。 1931年以降規制は多くなり，関税は引き上げられた。その結果が「国際貿易の破壊であ
った」とまで述べている。国連の数字によると， 1929年の世界の国際貿易の総額は680億ドルであっ
たのが1933年で240億ドル， 1934年も同程度であるので実に 3分の 1でしかない。とくに輸出依存度
の高い旧重要産業は悲惨な状況にあり失業者も多い。
こうした現状に対処するためには，部分的な補正・補修ではとても対応できず「全体に大きな影
響を与えるような決定で始めねばならない。作り直しと改造と再建が必要である。」そこにこそこの
提案を推進する精神があるとしている。「ニューディール」といわれる所以である。そのためには平
和を基礎におくことが第 1であるから，世界の平和を確保するための努力と協力を行うべきである
というのである。第2は愚かな貿易戦争をやめさせることである。貿易障壁その他を除去したとし
ても，直ちに効果が上がらないので，その間存在している大量の失業をなんらかの方法で処理しな
ければならない。つまり，何らかの特定の方策をとらなければ産業に吸収することができないほど，
かなり過剰な労働者が存在することになるであろう。
そこで二つの問題が生じてくる。その第1は異常な状況によって生じた一時的失業であり， 1931
年以降に増大したもので，最も有利な状況においても解決には長期間を要するものである。第2に，
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イギリスの現存経済制度のもとでの正常な労働需要によって解消出来ない永続的労働余剰がある。
この労働余剰は1928年の好景気中でさえ125万人も存在していたのである。この二つの問題を解決す
るために，かつてアメリカでルーズベルト大統領が行ったと同様の解決策を提示する。「失業手当で
なくして失業者に仕事を与えることを提案する。イギリスにおいてもアメリカと同様に可能である
と確信する。ルーズベルトと同意見である点は次の通りである。すなわち「失業手当は屈辱的であ
るということ，およびそれが引き起こす怠惰がスタミナを低下させ，長期間それに耐えねばならな
かった人々の精神を台無しにするということ，それである。新規学卒者のすべてではないにしろ，
一生涯仕事にありつけない人々がいるという厳然たる事実がある。」
しかし，アメリカの救済策がそのままの形で，必ずしもイギリスに適用しうるものではないとい
うことである。イギリスの救済策はイギリス独自の状況との関連で行わねばならない。そこで以下
のような提案が行われている。私企業がイギリスの経済的困難を解決出来ないので，国がその責任
をもつべきであるというのである。すなわち「この国の行政的・金融的力を立ち直らせ，そして有
効に利用されていない労働，遊休資本および休眠資源や多くの設備を有効に活動させるべく都市や
地方の発展に責任をもつべきである。」もちろんこれまでも行われはしたが，部分的・断片的であっ
たので，それを能率的・総合的しかも計画的に行うべきである。そのためにここに全国的視野で将
来への見通しをもった，有用で必要な仕事を提供するような再建計画を考え，準備する目的で恒久
的な確固とした組織を設立すべきである，として「開発委員会 (DevelopmentCcouncil)」が提案
されたのである。
本委員会は独立の存在であり，限られた機能をもち，そしてこれらの機能の限界内で活動する権
限をもたせるべきである。そして委員は，国民の信頼を集めている産業，商業，金融，労働者およ
び経済思想家の代表から選ぶべきである。しかも絶対必要なことは，この委員会は独立し，現実の
活動において政治的干渉を全く受けないということであり，義務を遂行するに当たって，あらゆる
必要な手段を自由に行使しうるということである。そこで委員会の機能を次の4点であるとしてい
る。
(1)雇用を増大させ，イギリスの繁栄と富および福祉を増進するために実行可能な展開について
報告する必要上イギリスの工業，農業および金融における潜在力と可能性について概観すること。
(2)イギリスの工業組織，農業の発展，サービスの改善，アメニティや文化およびレクレーショ
ン施設のための計画やイギリスの潜在能力，信用および労働力のための計画を準備し承認すること。
(3)生産力発展の可能性を再検討するにあたって，この委員会は植民地帝国によって提供された
広大な機会を考慮に入れなければならない。
(4)次のようなプログラムに妥当な資金を調達するという観点から信用の実用性を考えなければ
ならない。すなわち，それを計画した企業の信用を実行し利用するよう決定することである。
この委員会が結論をえた場合，その勧告は明確な行動プランとして政府に上申されるべきである。
内閣に関しては，かつて戦時内閣が，今までなかったような大規模の行動を起こしたもっとも能率
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的な内閣であったので，その原則を復活するとして， 5人内閣制を提案している。
そしてロイドジョージは事業計画を提案するわけであるが，それは，彼が相談した多くの人々に
よって主張されているものであり，すでにイギリス政府によってとり入れられている，という点で
何ら独創性はないと断っている。したがって，ここで問題になるのはいかに実施するかである。す
なわち，規模，時期，方法および資金が有効な解決の基本である。そこで同意されたことは，旧重
要産業のいくつかは根本的な再編成が必要であるということ，および規制や資金の両面での国家的
援助なしに達成する望みはないということである。かなりの規模の住宅建設計画が緊急課題である。
都市にも農村にも，健康的で，快適でしかも便利な住宅が不足している。普通の水準から判断して
も，その不足は数百万に上る。また現在の自動車の発達に対応した道路計画を確立し，自動車によ
る事故を無くさねばならない。そして高速道路の建設も必要である。その他，鉄道や運河，電話，
電力についても発展と開発が必要である。農業についても一考の余地がある。世界的にも農業人口
は少なく，土地を雇用増大に利用していない。イギリスより人口密度が多いベルギーにおいて農業
従事者は19%以上，オランダ20.6, ドイツ30.5,アメリカとデンマーク34.8フランス38.3にたいし
てイギリスはわずか7%である。そこで農業従事者の割合をアメリカ， ドイツ並みといわないまで
も，せめてベルギー並に増加させれば経済回復に可なりの効果をもたらすので，少なくとも農業従
事者を現在の 2倍，約200万人に増加させる必要があると提案する。すなわち，失業手当に代わって，
賃金を与え，彼らの購買力を増やすだけで，イギリス国民が必要とする食料の供給を増加させるこ
とができる。整った市場組織があれば，製品は消費者に低価で販売できる。一方で，生産者にはか
なりの利潤が，労働者にはよき賃金が与えられる。
資金調達法に関して，委員会は，事業のコストのみならず，それらの計画が遂行される年間に利
用可能な資本の概算を予定しておくべきであると提案する。イギリス産業は国民の貯蓄のすべてを
吸収しえないので，巨額の遊休資金がある。
繁栄債を発行し大量に存在している遊休資金を吸収する。それによって景気回復を早め促進する
役割を果たす。繁栄が戻れば，疑いもなく多くの資本が正常な活動や事業の展開のために必要とな
るであろう。他方，対処する必要がある失業の問題は，労働者がいつもの産業に吸収されることに
よって失業の量は可なり減ぜられる。当然の結果として企業活動も活発になり，繁栄がみられると
再び産業活動による利潤で金庫を満たすであろうし，ィンフレの危険もなく，再建計画を急速に進
めるために再びイギリスに多くの諸資源を用意するであろう。次に1923年のアメリカヘの戦時債務
の償還の問題が生じたこと，および1925年の旧平価での金本位制の復帰の問題である。それらは何
れもイングランド銀行の勧告と主導によるものであった。当時バンゴールでロイド・ジョージが指
摘した通り輸出に大きな打撃を与え，深刻な困難をもたらした。
イギリスはドイツに多額の海外貸付を行っていた。当時のイギリスは「短期借•長期貸」という
不安定な状態であったから， ドイツで生じた金融恐慌の影響で資金の回収ができず，金の流出が始
まった。これが結果的に金本位制の崩壊へとつながったのである。それによって，基盤が崩れたと
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はいえ，イギリスの貿易にとっては最善であったし，全体としては以前よりむしろ好ましい方向に
進んだのである。
イングランド銀行の勧告と行動は誤っており，近視眼的で視野も狭<, これらの問題について有
害であった。したがって，イギリスの信用と景気にとって致命的であった。その累積的な大失敗は，
過去12年以上にわたってイギリスに犠牲を強いたのである。それは工業，農業そして社会的再建の
大計画を熟成させるに十分な年数以上であった。
イングランド銀行はイギリス産業との結びつきが十分でなかった。それは，もっぱらシティの人々
の立場に対してのみ密接な協力をしていたのである。ところが，イギリス経済に深刻な状況が生じ
た。今こそここにイギリスの企業活動と密接な関連をもたせるような措置をとるべき時期が来たの
である。そこで，ィングランド銀行は従来通り，独立の勧告をしうる立場におかれるが，産業・商
業との関連を蜜にしなければならない。したがって，ィングランド銀行の理事会は，これに基づき，
そうした構成を保証するような方法で選出されなければならない。また，イギリスの株式銀行の国
有化という提案には必要でもないし，望ましくもないとして反対の意思を表明している。
ロイド・ジョージは，この計画を遂行するに当たって，多くの人々の協力を求め，その運営に当
たって，そのすばらしい組織を利用するつもりであるとして，この計画の実行案を提示している。
この計画が決定され，資金が準備されたとき，いかにして実行に移されるのか。まずは各部門に任
せる。さらに特別の新部門を設置する。しかして現在の部門に特別の部局を設置する。ロイド・ジ
ョージとしては，これら三つの方法を合わせたようなものが望ましいと考えていたようである。こ
の企画がかなりの規模で行われる場合には，特別の大臣を時に応じておくべきである。その他の場
合には，実施と管理はその部門の専門家によって助言さるべく残されるであろう。以上の提案はあ
らゆる観点で産業と関わりがある。したがってこの施策を実行に移すと1936年の春までに，あらゆ
る人々が雇用される繁栄した国となる。すなわち，必要なものを生産し，供給可能なものを購入し
うる十分発展した帝国は価値がある。自由で良心的な方向に世界を導<, よく教育され，十分な食
料をえ，よい住宅に住み，勤勉で健全，そして満ち足りた国民はあらゆるものにもまして最大の価
値がある，と結んでいる。
第3節 ロイド・ジョージの演説に対する反応 (1)
ロイド・ジョージがバンゴールに続いて，翌18日アイルランドのベルファーストで同じ趣旨の演
説を行った。その翌日，毎土曜日発行の週刊誌である『エコノミスト』誌が直ちに「今週の出来事」
のトップに「ロイド・ジョージ氏のニューディール」として取りあげている 28)。それを以下に掲げて
おこう。「ロイド・ジョージの政治活動への復帰は，もっとも有名なイギリスの老政治家のあらゆる
声明に付随する個人的関心よりも，はるかに大きな重要性をもっている。木曜日のバンゴールでの
彼の演説において，彼が考えている『ニューディール』プランの詳細を明らかにしなかった。しか
し， 200万人以上にも上る慢性的失業に果敢に挑んでいるという彼の一般的命題によって，ロイド・
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ジョージ氏はほとんどあらゆる人々から同意をえているのである。イギリスの直面している問題は，
彼も指摘しているように二つある。その第1は，国際秩序を回復し，国際貿易を拡大させることに
よって，失業者の大多数を再雇用するような政策の必要性についてであり，第2は不況産業が必要
とする以上の剰余労働者に，他の生計の道を見いだす計画の必要性がそれである。政治的な努力計
画の最前線に，国際関係を据えるということは疑いもなく正しい。失業のもっとも困難な問題を取
り扱う計画の中で，ロイド・ジョージ氏は，現在の政策の方針と通常の政策手続とを，それぞれこ
れまでと違った別の方法で行うことを示唆したのである。これらのうちには疑問点もあるであろう。
例えば，失業問題の解決のために都市の失業者を農業に従事させることが，はたして十分かどうか
を疑うことはありうることである。しかし，失業している人々を再雇用し，イギリスの資本資源を
開発するという緊急の方策を徹底的に追求するというアイディアには世論は賛成するであろうこと
は明らかである。ロイド・ジョージ氏は，この提案の検討を内閣に従属するか，あるいは内閣と密
接な関係をもつ委員会によって行うべきであるとの希望を述べた。とはいえ内閣自体は，小規模で
ずっと取り扱いやすい組織であるべきであると考えている。ロイド・ジョージ氏は，イギリスの現
在の不平・不満の責任を”シティ”に結びつけるという現在の傾向を示している。その不満は，ィ
ギリス全体と全政党の政治家のまさに双肩にかかっているというものである。しかし，彼が特別の
示唆をしたという点で，ロイド・ジョージ氏はまさに当をえているのである。彼は株式銀行の国有
化に反対している。また，この国のさまざまな利害関係者を直接的な代表とすることによって，ィ
ングランド銀行の制度を変えようとする彼の提案が，なぜシティにおいて不当な懸念を抱かせ，実
際，反対に遭わねばならなかったのかの理由が分からない。」
失業対策に果敢に挑む態度や貿易を重視する点とか全体としてのこれまでの政策の否定という態
度等を評価し賛意を示している。しかし失業問題の解決のために都市の失業者を農業に雇用させる
ことについては疑問を提示している。そして，シティ責任論は妥当とし，ィングランド銀行の制度
を変える試みに対してシティが反対するのは理解できないとしするなど，『エコノミスト』誌はおお
むねロイド・ジョージの演説に対して好意的な反応を示している。
他方，大蔵省内部でも，高官たちが相互にロイド・ジョージのニューディールをめぐってメモや
手紙を交換した様子が，パブリック・レコード・オフィス (P.R.0.)の資料からうかがい知ること
ができる29)0
まず， 1月21日付けで，時の大蔵省次席長官ホプキンズ卿 (Hopkins,Sir Richard V. N.)宛の
メモが残されている。
「ロイド・ジョージ氏はその『ニューディール』のなかで，農業に雇用の増加をもたらす可能性
を強調している（しかし，彼の第2回目の演説ではその増加雇用数が100万人かあるいはわずか50万
人であるかは曖昧であった）。現状では，農業生産のかなりな増加があれば，真の失業問題を解決し
なければならない輸出産業に，むしろ逆の影響をもたらすことを，彼は十分に理解しているとは思
われない。この問題は，スタンプ委員会報告書で議論された主要なトピックであり，もし，この報
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告書が適当な時期に公刊することが出来たならば，世論を教育することになるかもしれないと思い
ました30)。
首相はかかる報告書を特別に秘密にしておくべきであると常々考えている。しかし，この報告書
は特別に注意深く，しかも十分によく書かれた資料であるので，政治的観点からすれば，ロイド・
ジョージ氏に疑問を直接ぶつつけるよりも，公刊する方がずっと良いかもしれない。それを公刊す
ることが望ましいと考えたならば，この委員会のメンバーは当然相談を受けるであろうが，しかし，
スタンプ (SirJosiah Stamp) 自身がまったく反対をしないとは思われない。」
ここでは失業者を農業へという提案に対しては，むしろ逆の影響をもたらすとして反対している。
そしてこの問題は，経済諮問委員会の中のスタンプ委員会で検討中であるのでその成果を見れば，
ロイド・ジョージは考え直すのではないかと言っている。
さらに，『エコノミスト』誌は 1月26日号の社説に「ロイド・ジョージ氏の問題」を掲載している。
以下はその概要である31)。
ロイド・ジョージ氏と銀行家たちは，イギリスの経済状況について，基本的には同様の判断を下
していた。たしかに，マッケナ (Mckenna,Reginald)氏は異なった意見を述べた。なぜならば，
彼は「マネタリストに導かれた国内需要拡大に基づいて景気の拡大が」なぜ可能でないのかの理由
が分からないからである。しかし，銀行家たちの多数意見はテューク氏（バークレイ銀行の新頭取）
によって表現されたように「失業を正常水準に引き下げるような繁栄期はまだ現れていない」とい
うことである。この見解は多くの他の時期においても確認されている。これが事実なら，ロイド・
ジョージ氏がより積極的行動をイギリスに求めたことは基本的に正しい。低金利政策とポンドの切
り下げは物価の低下を抑え，そして 3年の間，われわれが戦争以来享受しなかった物価の安定を与
えてくれた。その結果，大きな前進が新規需要による雇用の増大と課税の重い負担を軽減したので
ある。しかし，まだイギリスには200万人の失業者がいる。
現代の大量失業を解消する唯一の実践的な方法は，失業者をできる限り前職に再雇用することで
ある。イギリスにとっては，今まで以上に大きな国際貿易の拡大が求められる。この労働者の輸出
産業からの転換過程は，ただ単に個人的な苦しみのみならず，社会的にも，労働力の長期にわたっ
て獲得された技術の損失であり，商業信用の失墜であり，また工場設備のスクラップ化による損失
を含む長期にわたる苦難を伴う仕事である。これらの問題のすべてのなかに，イギリス政府の政策
をこれまで特徴づけてきた以上に積極的な行動をすすめる余地がある。そしてビューモント・ピー
ズ氏 (BeaumontPease)は次のようなことを思い切って示唆した。「皮肉に思われるかもしれない
が，イギリスのわずかな保護の方策でさえも，政治的・経済的にも過度なナショナリズムは平和の
敵であるという事実に世界の目を開かせることにならないか？と」。しかし，数字がそれ自体を証明
している，としてロイド・ジョージ氏は彼の計画を進めるに当たって，われわれが行使できるあら
ゆる力をもって，この無力な制度に果敢に挑んだことは疑いもなく正しい。
しかし，たとえこれまでよりももっと積極的な試みをなしたとしても，また，国際貿易のボール
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を再び転がすことに成功したとしても，しばらくの間はともかくわれわれは「自然拡大」が，失業
問題を解決するであろうということは期待することができない。戦後ずっと，われわれが直面した
100万人の失業者という「重要問題」は容易に解決できない根深い原因のためであったからである。
これらの真実は，ロイド・ジョージ氏の要求の根底に横たわっている。戦後，イギリスの経済活
動の拡大は，衰退産業からの100万人の労働者プラス人口の増加による100万人を吸収してきた。こ
のことは，長期的不況という状況の中でさえも，イギリスの経済機構の回復力の最も顕著な事実で
あり，非常に明白な証拠である。しかし，現在の問題の大きさはあまり巨大すぎるし，また大量の
失業者にはなお仕事が与えられていない。資本が超過剰な状態にありながら，明らかに有利な投資
手段が見いだせない，そうゆう時に就職を待っている失業者がいるというパラドックスがあるとい
ぅ，まさに余剰状態にある。
ロイド・ジョージ氏による提案の詳細は部分的にしか示されていない。また計画の不完全なアウ
トラインだけでは現段階でそれを議論することは時期尚早である。また，それのみか1931年の金融
恐慌と，その後に続く経済停滞期のロンドン・シティの責任を彼が信じていることをとやかく言う
いわれもない~ 重い責任を負わねばならないのは政治家でないかどうかを検討するいわれ
もない。しかし，政府によって導かれ，鼓舞された失業についての正面攻撃という一般原則がなけ
れば，ロイド・ジ亘ージ氏は彼の立場を主張するのを普通は差し控えるであろう。さらに，このキ
ャンペーンはロイド・ジョージ自身が精力的に，また決断力をもって，公共事業を素早く行うため
の非常に有効な手段とした戦時内閣の方針にそった，小委員会に委ねるべきであるという彼の提案
を支持する印象的な人々がいる。この段階で必要なことは，正確な詳細についての同意ではなくし
て，新しい主導権と新鮮な攻撃精神の必要性を認識することであるというのであって，ここでも『エ
コノミスト』誌はロイド・ジョージの擁護である。すなわちイギリス経済状況の悪さについて同一
の認識を示しながら，その政策は異なっていた。ロイド・ジョージがより積極的行動を求めたこと
は正しいとして支持している。また失業解消の方法について，前の職に再雇用するために輸出中心
産業を回復させるべく貿易を振興しようとする試みは大変苦しい事業であるが，そうしたなかに積
極性がみえるという。これまで経験したような不況なら，従来の対応でよかったが，現在は違う，
今こそ積極的な政策が求められている。したがってロイド・ジョージの果敢な態度は正しいとして
支持するのである。
次にパプリック・レコード・オフィス (P.R.0.)の資料に「ロイド・ジョージ演説ノート」と題
してウイルソン卿 (Wilson,Sir Horace J.)よりギルバート (Gilbert,B. W.)へ1935年1月31日
付のノートがある。 (32)
ロイド・ジョージが提案した開発委員会は独立制をもち，政治的干渉から完全に離れていなけれ
ばならない。それは，その機能の範囲内で活動する限られた機能と力をもつべきである。それは，
限られた行動計画を準備し，それらが実行し資金調達する方法を提案する。よくいわれているよう
に，ロイド・ジョージ氏は内閣，そして内閣を通じて議会に対するこの委員会の関係という難しい
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問題を実現したのである。委員会そのものはよいが，そこには実施上の問題がある，としてその問
題点をあげている。すなわち，政府の知識もなく，行政管理上あるいは金融上の責任感のない人達
（工業，商業，金融，労働者および経済界の人達）は何らかの方法で政府の機構に口出しをし，有
用な結果をもたらしうる。それは「行動力をもった」「独立の存在」であり「その義務を遂行する必
要な手段をすべて」自由にするものをもっている。明確な行動計画（国の現存部局との密接な協力
で）を検討し，提案することであり「物事を進めるのはそこであろう。」つまり種々の問題があり，
それが解決されたとしてもいくつかの困難性が残り，議会あるいは国が提案されたような変化を受
け入れる準備をしているか否かの問題が生ずるし，一方提案しているものとして選ばれた委員会が，
望ましい計画やそれを実行する方法を必ずしも異議なく押し進めるものではない，という本来的な
困難性が存在する。したがって，とうてい同意に達しそうにない。結局は政治的要因を考慮に入れ
ないで十分に考えることのできない問題であるとするのであって，非常に消極的で悲観的な見解が
披漉されている。後半は，ロイド・ジョージが再編成を行うべきであると述べた，石炭，綿，鉄鋼
および海運・造船といういわゆる旧重要産業の問題であり，すべからく今後の分析の課題とした
ぃ 33)。
さらに 1月31日付「リース・ロス宛文書」， 2月1日付「スチュアートよりギルバート宛文書」，
同日付「ウイルソンよりギルバート宛文書」および2月2日付「リース・ロス宛て文書」が残って
いるが，いずれも橋梁建設，電力事業，鉄道， ドックや運河等に関するもので，いわば各論に当た
るので今後の分析に譲りたい。
第 4節 「ニューディール」に対する反応 (2)
次に 2月4日付の「ロイド・ジョージ『ニューディール』」とタイトルをつけたリース・ロス (Leith
-Ross, Sir Frederick)宛の文書がある。原文は10ページ余りのものであるが以下はその要約であ
る。 34)
「ニューディール」を求めることが昨今の流行の如くである。しかしこうした形で国際的流行を
追うことは，イギリスの特殊な状況を現実的に考えた場合は，後に明らかになるように，危険な幻
想を追うことになるであろう。そこでとりあえず「ニューディール」に一般的な特徴のうちの 2点
に注目しておこう。
第1は，住宅，道路，鉄道，電力などなどの種々の公共事業に対する膨大な政府支出の提案であ
る。これらの方策によって， 1年のうちに「雇用可能な人々はすべて，何らかの仕事につくであろ
う」と期待できる，との希望を抱くことは根拠のないことでさえあるであろう。
「ニューディール」の第2番目の共通の特徴は二つの予算についての提案である。すなわち，一
つは経常項目に関するものであり，もう一つは特別項目すなわち，ロイド・ジョージの提案による
と資本項目である。かなりな量の新しい資金が現実的にも潜在的にも産業や貿易に悪影響を与えな
いで長期に借り入れることができたか否かは疑わしい。
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これ以下は本文書の添え書きに，ここから読みはじめるのがよいでしょうと書かれている部分で
ある。実際問題として明らかなことは，巨額に増加した政府支出についての訴えは，イギリスの過
去の伝統にはまったくない資金調達方式とか，予算の不安定や支払い不能と常に関連する資金調達
方式によってのみ賄うことができるということである。
続いて起こる事柄の不可避的な経過とは，また別にこうした政策の第1の結果は，イギリスの通
貨と信用に深刻な不信を創りだすことであろう。不均衡予算によってポンドと金や他の国際的基準
とのあいだの結びつきはなくなり，そしてたとえそうした結びつきがあったとしても，それを支え
るには全く準備は不十分でポンドの下落に歯止めがかからないであろう。
こうした不安定な最初の見通しのなかで，まずそれらの見通しが不安定になるとイギリスにある
外貨積み立て残高が引き出されるであろう。このように外貨がイギリスに積み立てられているとい
うことは，諸外国が，イギリスの1931年以来の賢明な政策を評価している証拠であるので，ここで
政策の転換をすべきではない，というのが根底にある主張である。つまりイギリスの国際収支の特
徴である，貿易外収入，とくに金融機関がえる利子や手数料が，信認が揺らぐとえられなくなるの
である。「過去数十年にわたって，ィギリスは輸出よりも輸入が多く，その赤字を貿易外収支で埋め
合わせていた。 1933年には，貿易収支の赤字は2億5,000万ポンドであった。この赤字はイギリスが
30億4,000万ポンドの飲・食糧を輸入しなければならなかったという事実によって説明される以上の
ものであった。この赤字はイギリスの海外投資の利子収入から 1億5,000万ポンドだけ埋め合わせ，
海運収入で6,500万ポンド，そして外国人への金融やサービスの手数料で収支を償ったのである。」
このようにして貿易外収入が減少すると，国際収支を悪化させ，ひいてはポンドの急速な減価も
たらす。しかして，輸出中心産業界での雇用者を減じ，それを新しく国が援助した事業での雇用増
によって相殺することになる。限られた範囲にしか雇用が与えられない事業のために，すでに雇用
されてない人々の生活水準を引き下げるという犠牲を強いるというような政策を行うことは問題で
ある。
次のことは，考えられうるあらゆる疑問を越えて明らかである。すなわち，もしイギリスが金融
上の慎重さという伝統をすてるならば，その信用とポンドの国際的価値に打撃を加え，国民のあら
ゆる階層に悪影響を与えることになる。金融中心地としてのイギリスの卓越性は危うくされるであ
ろう。そしてイギリスの銀行制度は，危険なまでに壊されるであろう。すでに追い詰められた製造
業，商人，船舶所有者の業務はさらに制約される。戦争の影響によって，すでに大きく力を失った
あらゆる職種の中産階級は，長期の成長の成果である貯蓄や保険の価値が溶けた雪のようになくな
ることを知るであろう。しかし，もっともひどい影響を被るのは蓄えの少ない労働者階級であろう。
名目賃金の上昇は急騰する物価の循環的上昇と決して歩調を合わせないしまた，その生活水準は当
然低下するに違いないということは良く知られている。その生活水準を引き上げるために捧げられ
た一世代に渡る労働は無駄となるであろう。ドイツ人そしてフランスの下層階級の人々でさえ，そ
れぞれの通貨の減価によって引き下げられた低い生活水準を経験している人々は，ここでまたそう
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した低い生活水準を繰り返す危険を冒そうとは思わないであろう。そうした通貨の減価によって利
益をえた唯一の人々は投機家である。
次の「ニューディールとイギリス景気」と題する文書は上掲のリース・ロスに宛てたスワッテン
(A. Swatten)文書に続いて，「リース・ロス文書」と言われるものの中に収録されており，同一コ
ピーが3部綴り込まれ，添え書きも署名もない， 51~58ページまでの8ページからなるものである。
コピーが複数あるということからすると，リース・ロス自身が作成した文書であり，同僚に送付し
た残部であると考えられる。ピーデンはこれをリース・ロスのメモと位置づけている。本稿でも同
様の取り扱いをしておきたい35)0
その書きだしはピーデンも引用し，拙著にも掲げた「大蔵省見解」を如実に示していると考えら
れる文章である。
「『ニューディール』を求めることが一つの流行となっている。この流行は，アメリカ合衆国で始
まった。アメリカでは賭け事がちょうどイギリスのクリケットと同じ位置を占めている。したがっ
てイギリス政府がバットを正規に構えたり，時には慎重にボールを打たねばならないときに，アメ
リカ政府が冒険にふけるのはしごく当然のことである。イギリスの戦術は，クリケットの知識そこ
のけで熱狂するファンには受けが悪いかもしれないが，野次が打者に悪影響を与えないように望み
たい。というのはイギリスは，今は，大きな冒険をおかすような状態ではないからである。」
以上のような書き出しから始まったこの文書は，つづいてアメリカとイギリスの経済状態の相違
を概観している。すなわち，アメリカは自給自足の大陸であり，イギリスは第1次産品輸入の小国
である。アメリカは貿易黒字国，逆にイギリスは貿易赤字国であり，したがって金準備もアメリカ
が16億ポンドに対してイギリスは 3億ポンドにすぎない等々。具体的に両国の経済状態の違いをあ
げて，いわゆる「ニューディール」をイギリスに直ちに採用することの困難さを強調している。そ
して，イギリスの経済状況は，産業・貿易が中心をなすという特徴をもっているので，他の国々よ
りも基盤が脆弱である。政府のスペンディング政策が，失業救済策として行われる場合はいつもい
わば「狐火」である。経済過程への国家介入は雇用の刺激にはならない。政府は全般的な信認を保
持し，金利を下げることがもっともよいであろう。それが資本の積極的利用となる。莫大な公共支
出のプロジェクトは，かえって失業を創出する。失業は不眠症のようなものであるので心配はよく
ない。刺激は事態を悪化する。したがって，最善の処方箋は単純な体制であり，常態での生活であ
る。
リース・ロスのいうように，イギリスは1930年代に冒険をおかさなかった。挙国政府の下で，銀
行家や企業家ましてや外国諸国の信頼を失うことはできなかった。政府は民間企業が繁栄する条件
を整えるだけにするという「ゲームのルール」を離れるわけにいかなかった。
次のパブリック・レコード・オフィス (P.R.0.)の資料は 2月6日付で「ギルバートよりハーコ
ム宛て」の添え書きがあり「昨夜お話ししたノートの草稿を同封します。何らかのコメントがある
ならすぐお知らせください」とある。しかしノートは資料の綴りの中にはなく，次頁は同じ日付の
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ギルバートよりロビンソン宛ての文書となっている。そして内容は住宅，地域活動および水道事業
に関するものである。翌日の2月日にはハーコムよりギルバート宛の返書があり，郊外電化に言及
したもので，いずれも各論に相当するので別稿にその検討を譲ることにする。
『タイムズ』 1935年3月2日付けに「ロイド・ジョージ氏への首相の手紙」と「ロイド・ジョー
ジ氏の返事」を掲載している36)。「昨日，首相はロイド・ジョージ氏に彼の公刊した声明のゆえに，
失業を減じ，また無くすための彼の提案の詳細を述べ，そしていくつかの計画を現在考えている政
府が，速やかにしかも慎重な検討をしているところであるとして，彼を力づけるために，とくにロ
イド・ジョージを招待する手紙を書いたのである。手紙の本文は次の通りである。「私は今日あなた
が報道機関に発表した論文で，次のような不満をもっていることを知りました。すなわち，政府は
あなたの提案を慎重に検討することを約束したが，あなたはまだあなたの計画を内閣に具申するよ
う求められていないと。」「ここではあなたのアイディアの簡単なアウトラインを示すにすぎず，ぁ
なたが展開しようとしている一連の演説の中で，それぞれの問題についてのあなたの提案を発展さ
せたいといったでしょう。この約束のゆえに，大蔵大臣は，彼のベルファストの演説で次のように
述べている。すなわち，これらの提案はあなたの演説が完成し次第，既成観念無しにあなたの提案
を政府で検討するであろうということである。」「私はあなたの論文から学ぶことができて大変喜ん
でおります。すなわち，あなたの演説は完成していないけれども，あなたは専門のアドヴァイザー
の助言をえて，あなたの計画をすでに作り上げており，その考察のすべての結果を政府に具申しよ
うとしているということを。この計画の細部にわたっての非常に慎重な検討なしには失業を減少さ
せ，あるいはなくするための多くのアイデアについての何か一つの意見をつくりだすことは，不可
能であるということを正しく認識するであろう。
政府は，すでに策定され，そしてあなたがバンゴールでの演説で，適切であると信じていると述
べている状況を満たしているように思われる公共事業の提案を考える用意があるということを大臣
たちが繰り返し述べている。事実，政府は現在この種の提案のいくつかを考察しようとしている。
しかし，彼らは，さらなる示唆を歓迎している。そして，もしあなたが検討した推計と慎重な計画
を私に送るならば，それらは速やかにしかも慎重に内閣によって検討されるでありましょう。ラム
ゼイ・マクドナルド」
ロイド・ジョージ氏の返答
ロイド・ジョージ氏に代わって，次の声明が昨晩『タイムズ』紙に邸宅から電話で伝えられた。
ロイド・ジョージ氏はほんの少し前，彼の事務所から電話でこの手紙を受け取った。そして，彼
は直ちに首相官邸に電話して次のようにいった。すなわち彼は確かに首相の要請に従うであろうと。
したがって，彼はイギリス国内でこの件について議論がなされ，その批判と助言を考慮して，何か
を付け加えるかどうかを確かめるために，数週間にわたって抱きつゞけてきた計画と文書の準備に
参画する，専門家に直ちに連絡をとるつもりである。彼は彼らからの意見を聞き及ぶやいなや，そ
の文書を首相に提出するであろう。と事態の進展を予告している。
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そして 1週間後の 3月9日付けの『エコノミスト』誌に，首相がロイドジョージ氏にあてた手紙
についての記事「ロイド・ジョージの同意」を掲載している 37)0
先週の金曜日，首相はロイド・ジョージ氏に私信を書いた。首相は乳離れしていない子バトに対
するよりももっと優しくロイド・ジョージ氏に次のような不満に答えた。すなわち，彼が失業を減
じるという計画を提起したのに，内閣はそれに答えていないという不満である。その答えは，イギ
リスの政府は彼の手中にある「ニューディール」の処方箋をもってウエールズの山からおりてくる
のを待っているというしるし，である。それにもかかわらず，首相はこの計画はもっと詳細に作成
して報告するようにいっている。おそらく，ロイド・ジョージ氏は，内閣の速やかにしかも慎重に
検討をするという提案に従うであろう。ロイド・ジョージ氏は彼の隠遁所から出てこの慇懃な請願
にす早く答えた。彼は「確かに首相の要請に従う」であろう。―それは彼の多くの専門家が種々
の批判を体して彼の計画や文書に何も付け加えようとしないと言うことを彼が確認するやいなやで
ある。したがって，彼は彼の文書を首相に送るであろう。皮肉屋の中には次のように示唆する者も
いる。すなわち，政府の招待はロイド・ジョージ氏の計画は新しい衣服をまとった旧友にすぎない
ということを示し，そしてそれらに承認しないという公式の烙印をおすことによって，彼のキャン
ペーンを封じ込めようとしていると。友好的なコメンテーターは，政府の中には景気回復の不吉な
停止から失業を解決しようと努力する手段を，心から求めているものもあると信じている。しかし，
その動機は何であれ，ロイド・ジョージ氏の計画は明らかに詳しく述べられるべきであるし，この
国イギリスの判断に従わせるべきである。
第5節政府声明
1935年7月18日になって「ロイド・ジョージ氏が具申したいくつかの提案についての政府声明」
なる34ページの冊子を発行した。パプック・レコード・オフィス (P.R.0.)の文書に活版印刷の本
文と，タイプ印刷の「ロイド・ジョージ氏の提案についての政府声明」 14ページが綴りこまれてい
る。以下において，それぞれについて紹介しておこう 38)0
ロイド・ジョージのニューディールに関して， 1935年 1月17日の演説以来政府も看過することは
出来なかった様子がこれまでの幾つかの文書で明らかである。時の首相マクドナルドはロイド・ジ
ョージに手紙を書き送ったことが分かっている。 3月14日になって，ロイド・ジョージはマクドナ
ルド首相に「ノート」を提出した。
すなわち，「イギリスの諸資源を再編成し，開発しそしてイギリスの経済状態を改善する手段とし
て，この不況を役立たせるために，メリット勲爵士 (0.M.)国会議員 (M.P.) D. ロイド・ジョ
ージ閣下によって提出された計画」と題する長文のもので，これは直ちに，著者自身と検討し議論
するために内閣の現存委員会の手に委ねられたのである。
B5判40ページにもわたるこの資料の精読によって，それが広範囲な分野にわたっているが，「詳
細な計画どころか，委員会は政策の種々な局面に広範な一般化を見いだした。」委員会が示唆し，ロ
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イド・ジョージも同意した検討すべき 9項目は以下の通りである。
I. 基本問題。
2. 農業。
3. 道路，鉄道および電化。
4. 住宅および都市計画。
5. 産業組織。
6. 外国貿易。
7. 学卒年齢，退職年金および労働時間短縮。
8. 金融。
9. 機構，全国開発局と超強力内閣。
委員会の議論が進むにつれて，ロイド・ジョージの提案の中心が農業に関する部門であることが
明らかになった。それは農業問題に多くのスペースを割いているのみならず，なかんづく失業問題
の解決を農業に求めていた点である。
議論の過程で，ロイド・ジョージ氏は彼の文書を修正し改定した。そしてここに詳細に示された
政府見解の声明は，委員会がいまや公刊された彼の提案の最終形態を検討したのちに内閣によって
準備され認められたものである。
一般的原則についての基本的議論
ロイド・ジョージ氏の究極の目標は，政府の目指すところとは大きくは異なってはいない。問題
は彼の方法が十分理解されているか否かである。最近イギリスは近代史における最大の経済的崩壊
の苦しみを経験したが，今日挙国一致政府のもとで着実に回復しつつある。問題はこれらの提案が，
現局面の回復のペースに有効に貢献しうるか否か，あるいは既に進んでいるこの進歩に逆効果をも
たらすような幾つかの事例でないかどうかである。金融面での状況が健全で，確固とした計画の障
害となってはならない。
その目的はその最初の章に述べられている。すなわち，イギリスのもつ潜在力を再編成し，開発
し，イギリスの状態を改善するということである。言うまでもなくそれはまた，イギリス政府の目
的でもある。政府はさらに，この再編成，開発および改善の目的のために「不況を有効に利用する」
という健全な政策であるということに同意した。その混乱を常態のなかでの一時的なものと考える
にせよ，あるいは新しい状況への転換と考えるにせよ，経済的変換や混乱の時期を将来に備える目
的のために利用することは基本的な知恵なのである。この計画の一般的目的は，かくして政府の一
般的目的なのである。
この計画の基となったといわれるイギリス経済の現状の全般的分析は，二重の意味をもっている。
すなわち，今日の失業は主として外国貿易の減少と人的労働の機械による代替の増大に因っている。
この原因分析は網羅的でないし，かえって現実の状況を混乱させる危険がある。したがって，恐慌
以降のイギリス経済の状況のなかから学びとり，イギリス政府が現在なさねばならないことは， (I)
118 
両大戦間イギリス経済とロイド・ジョージの「ニューディール」（原田） 399 
全般的信認の回復， (2)国内市場の開発， (3)外国貿易の回復である。とくに第3の外国貿易の
重要性をこの政府声明では強調している。なぜならば，外国貿易の損失はロイド・ジョージ氏の実
態分析に大きな位置を占めているけれども，外国貿易の復活は，彼の計画にとってはあまり大きな
地位を占めてはいないからである。
第1次大戦後に大きな変化があった。われわれが今や突入したと考えられる新しい時代において，
世界は19世紀の特徴であった国際的自由貿易は決して回復しないであろう。将来イギリスの海外市
場は，むしろ帝国諸国や，いまや貿易で密接な関係のある他の諸国に重点をおくほうがよいであろ
う。われわれが，いかなる変化に直面しなけれならないにしても，もし外国諸国との貿易協定を結
ばなかったならば，イギリスは十分な生活水準を維持しえないであろうという冷厳な事実がある。
この人口密度の高い小さな島国では，必要な食料をすべて調達することはできないし，また，エ
業にとっての原料も多くは不足している。したがって，この国は輸入に見合ったものを輸出しなけ
ればならない。この国，イギリスは輸出向け工業製品を製造する国として大きく成長した。そして
多くのイギリス人が，遠くイギリス帝国諸国に移住した。そこではイギリスがもっとも得意とする
工業製品と交換に，イギリスに必要な商品を生産したのである。航海を得意とするところから，ィ
ギリスは海運国となった。イギリスは信用によって世界の金融中心地となり，商業中心地となった。
したがって，われわれの問題解決は狭溢な自給自足をなすという努力のなかには見いだしえない。
そこで， 1932年以降のイギリス経済の回復プロセスをたどり， 1935年当時の政府のやるべきこと
は，これまでに達成された回復・進展を統合し，拡大することであるという。そのなかで「政府の
機関が主導して発展と拡大を刺激し，援助することによって，わが国の進展の割合を，少なくとも
一時的に促進する重要な役割を果たすかもしれない」といっている。
したがって，このためにわれわれは過去の政策によってえた有利性を享受しているのである。貨
幣は潤沢である。短期であれ，長期であれ通常のビジネスの需要の増大に対してもいかなる公共事
業の計画に対しても借入れうる十分な供給がある。貨幣が潤沢であるということが信じがたかった
がために，ロイド・ジョージの計画は，政府が十分な理解していたとは思えないとの論拠を示した。
とくに，支出が必要となるのに先んじて，もくろまれた，多額の借入金の要請は深刻な金融困難を
生じ，事実上，デフレーションを引き起こすであろう。しかし，それは副次的な問題である。今日
の金融は健全で確固たる計画に基づくならば，何ら障害とはなりえないことは明らかである。
失業計画の効果
この計画は失業を実質的にも即座になくするであろうと主張された。しかしこの主張は具申され
た実際の問題とは全くかけ離れているように思われる。
この計画，とくに農業に関する提案の採用によって生ずる経済組織の全般的改善は，国家の介入
や異常な規模の公共資金を利用しないでも，それだけで今日経験した諸困難を克服し，失業を減少
させるであろう。もちろん，他の国と同様に，われわれが経験した時間は異常であり，ロイド・ジ
ョージ氏と同様に，政府は賢明な政治を行うことによって，イギリスの昔の繁栄が再来するであろ
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うことは疑いないのである。しかしこの計画が，大変大きな問題にどの程度貢献するかについては，
計画そのものの知恵に依存しているし，また，このノートが政府の見解をたどるにしたがって，そ
の問題が明白になるのであろう。「とにかく，緊急の問題はこの計画がその採用の瞬間から失業を減
じはじめ，ほとんど直ちにそれを除去するであろうかどうかである。この問題の重要性は言うまで
もない。」として1931年以来世界の各国がとった政策は各国各様であったが，いずれも大きな成果を
あげた政策はなかったとしてしる。ロイド・ジョージが失業を210万人とし次のような推計を提示し
ている。
1. 学卒年齢の引き上げ 30万人
2. 公共事業支出 55万人
3. 1. 2. の結果の間接的雇用増 50万人
4. 上記の計画の採用によって生じた信認と
事業拡大による全般的効果
5. 就業不能者
50万人
25万人
合計 210万人
しかし政府は，数字があまりにも推測が多く具体的な政策には結び付けにくいとしている。すな
わち，学卒年齢の引き上げによる学卒者の減少によって，成人労働者の雇用増大の効果があったこ
とは認めるが，ロイド・ジョージほど高い推計をした人はいなかった。公共事業についても，純雇
用量はそんなに多くはないし，その進行も遅いであろうと政府は考えている。公共事業は，国や地
方当局ではなしに新しい組織（全国開発局）によって行われるべきであるという。
「さらに過去の経験が示すところによれば，大蔵省資金を請求しさえすれば，えられると考え，
または信じていれば，自前で資本支出をしようとしている企業家たちは公共資金の補助金が確保で
きれば，何も考えようとしないということである。いつも大量の資本開発が手元にあり，その執行
が遅れれば事業を遅れさせる。こうした理由のために，資本事業への巨大な支出を勧告する機能を
もった新組織を，政府が任命する意図があると発表したときの影響は，雇用を増加させるのではな
く，それを減少させるという恐れが十分あったのである。
公共事業計画のほかには，来るべき重要な時期に，雇用量に直接影響を与えるような計画はない。
新人口の農地への植民という考え方は，この計画そのものの中で長期にわたって，ゅっくりとしか
進まないだろうと考えられている。この計画の中には海外貿易に影響を与えるような新しい，しか
も貴重なものはほとんどない。一方，産業再編成の提案は，今日働いている多くの人々の雇用の喪
失を現実には意味しがちである。
要するに，政府はこの計画に含まれている付加的雇用の推計や，同様の基礎で成されうる何らか
の推計に，どれほどの重点をおきうるかとは決して考えていない。この予測の欠陥は，一部は自明
であり，一部は過去の経験によって明らかである。したがって，予期されているのは，こうした計
画の予告は，繁栄の新しい時代の始まりとして認めるのではなくし，むしろ不安でもって受け入れ
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られ，また全産業で拡大するのではなくして，残念ながら縮小を引き起こすであろう。」
以上は政府声明の 1, 2, に当たる部分であるが， 3以下はすでに示したように各論に当たる部
分であるのでその検討は他日を期したい。
政府声明は結論部分で次のようにいっている。政府は可能な限りロイド・ジョージの提案を取り
入れようとした。「つねに大胆な決断と行動力を必要とする政策」でなければならないということに
同意した。
政府は概略においてロイド・ジョージに同意したと思われるふしがある。農業人口の減少をチェ
ックし，農業を新しい希望のもてる方向に組織する。住宅，都市計画，農村計画，貿易，産業等に
ついては触れているが，特定地域については触れていない。
この概観は網羅的でないし，政策を完全にしめす手段でもない。しかし，少なくともロイド・ジ
ョージの提案に対する実用的なもう一つの提案である。政府は各分野でロイド・ジョージの提案よ
り，もっと総合的でより有益な結果をえられるような行動を起こしている。
パプリック・レコード・オフィス (P.R.0.)の文書では「政府声明」のあとに，「ロイド・ジョ
ージ氏の提案についての政府声明—予備的覚え書き」が綴りこまれている。
彼の計画を政府が検討したとき，その詳細は支持できないことが分かった。詳細な計画もなく，
おおざっぱで雇用数は希望的な予測に基づき，資本支出はほとんど正確に述べられていなかった。
とここでも，前掲の雇用数の推計をあげている。
目的に関しては政府とロイド・ジョージの間に違いはない。ロイド・ジョージの計画がそれらの
目的達成の助けとなりうるかどうか疑わしい。すなわち彼は失業は貿易の減少と機械化によって生
じたという。この分析は不完全で誤っている。 1929年に始まった経済恐慌の何たるかを知らない。
機械化は説明とはならないし，貿易の減少は外国に起こった状況に起因している。注目すべき点は
貿易の減少がロイド・ジョージの分析の主要部分を占めているのにもかかわらず，貿易の回復につ
いての提案が，彼の計画のの中で小さな部分しか占めていないという点である。
ロイド・ジョージは次のように述べている。すなわち，「産業，商業にわたる現状は，不安いっぱ
いである。そして，この今までにない不況の中で将来がどうなるのか，と恐れている。」政府はイギ
リスの現状について，真実の問題として考えようとしない。それどころか，政府は次のように信じ
ている。すなわち，将来についての信認はしつかりと残っており，十分基礎づけられている。そし
て，こうした基礎の上に，拡張と社会改革の堅実な政策が実行しうるし，実行しつつあると。ロイ
ド・ジョージ氏は明らかに次のように考えている。すなわち，「イギリス国民は，このいわれなき悲
観主義から抜け出すことができる。それは，しっかりした政策に基づいて考えられた政策の形成に
よってでなく， 12カ月以内に，全国的世代交代による，全く新しい計画が現れると期待されている，
すばらしい新規の政府機関の設立によってである」と。
このように，政府は，ロイド・ジョージの計画をそのままの形では受け入れようとはしていない。
ところが，結果的に管理経済を採用せざるをえなかった。それは何故なのか。さらにロイド・ジョ
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ージの計画およびその反応について，各部門別の詳細な検討が要請される。今後の課題である。
第 6節おわりに
ロイド・ジョージが首相として政権の中枢にあった時代から，自由党時代にいたるまで，彼の持
論ー一後に「ニューディール」といわれる—を展開した状況をたどってきた。しかし，大蔵省見
解の壁はあつく具体的な政策とし採用されるにはいたらなかった。イギリス経済は積極的政策を採
用しないまま，あの恐慌からの回復をとげたのである。ところが，失業率は依然として高かった。
1935年，ロイド・ジョージは第一線から退いたのちに，失業解消をめざして「ニューディール」と
いわれる演説を行うのである。文書による論文ではないので詳細な提案は含まれなかったが，それ
だけに，かえって大きな反響を呼び『エコノミスト』，『タイムズ』そして大蔵省の高官の間に波紋
を投げかけた。時の首相までが手紙をしたため，具体的な提案の提示を促している。本稿では，以
上のような状況を年代別資料提示でたどることとした。すでにそれぞれのところでも述べたように，
大蔵省高官と少なくとも『エコノミスト』では見解が大きく異なっていることが読み取れる。両大
戦間イギリスにおける政策の推移については拙著の終章で論じている。ここでも，現段階における
動向を再び提示して本稿を閉じることにしよう。
イギリス政府が大規模な公共事業計画を実際に行ったのは， 1929-31年のマクドナルドによる労
働党政府（第2次）の時代である。政権をえて丸1年たった1930年6月，公共事業計画は年間ベー
スで総額1億 1千10万ポンドが認められた。そして 1年後においてその計画のピーク時において 1
億0,770万ポンドであった40)。したがって，こうした総額の不十分な点について，ロイド・ジョージ
やモーズリーその他の人々によって政府の保守性，妨害および政策への事実上の介入の欠如による
ものであると批判されたのである。しかし，その政策は可能な限り完全に遂行されたと自己弁護的
に信じられていたので，ホワイト・ホール内で引きだされた結論は，この計画の好ましくない結果
が従来の，いわゆる大蔵省見解の正統性を確認したということである。したがって，それが1930年
代の公共事業に対する考え方に影響を与えたのである。
労働党の公共事業計画は， 1931年の予算作成および金本位制の崩壊によって続けることができな
かった。しかし，公共事業停止に対する反対の広がりと，金本位制の放棄によって再びえられた自
由にもかかわらず，その計画は再び実施されることがなかった。金本位制の放棄によって他の面で
は政策の新たな展開が見られたのである。つまりその後，大蔵省は低金利政策と保護関税を採用し
た。イングランド銀行は為替管理政策を展開した41)。すなわち金本位制放棄によって当局はコントロ
ールが可能になったのである。しかしながら，イギリスは主要な西洋諸国のなかで赤字財政の採用
による経済回復を拒絶した唯一の国であった。
挙国一致政府（マクドナルド1931-35,ボールドウィン1935-37)の失業対策は， 1933年のケイン
ズによる「繁栄への道」42)と1935年のロイド・ジョージの「ニューディール」によってより積極的な
計画が提案されることによって重大な協調的な取り組みがなされた。いずれの場合においても政府
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の対応は，一般的には大規模な赤字財政支出は拒絶していたが，限定的ではあるとはいえ，公共事
業の拡大を容認するものであった。したがって，大蔵省の公共事業に対する反対が緩和されている
ことは，かくして明らかであった。それは主として何らかの政治的圧力に対する反応であった。与
党を形成している各党の進歩的議員や反対派をなだめ， 1931年の恐慌対策以来，世論の変化を考慮
に入れなければならなかった。公共投資が主導的でなく，補助的役割を果たしたような場合には，
経済状態が徐々に改善されたという状況を容認した。しかし，公共事業に対する理論的反対が弱ま
ったわけではない。
そこに介在したのが低金利政策という新しい要因である。低金利政策の経済回復効果については，
楽観派の見解として拙著で検討した43)。しかし，低金利政策が， 1932-7年の回復の基礎となったと
いう伝統的悲観派の見解を再確認しようとしたのがディムスディール (Dimsdale,N. H.)とホーソ
ン (Howson,Susan)である 44)0
積極的貨幣政策と拡大主義者の財政政策のあいだにはトレード・オフが存在する。正統派的やり
かたは， N.チェンバーレン (Chamberlain,Nevill)が大蔵大臣であった1931年11月から1937年5
月の間は遵守された。すなわち，失業は長期的なものであって，非市場的な解決や公共事業のよう
な一時抑えのものでは解決が不可能であるとの彼の信念は，ケインズ的解決のような安易な政策は
拒否するという，道徳的勇気の中にこそ価値を見い出し，経済的解決をはかるという，経済管理の
哲学を忠実に守ることにあった。
もちろん，管理通貨制度のもとでは，正統派的政策を完全に遂行することは困難となり，したが
って，正統派的やり方から離れた政策も多々見られた。しかし広い意味においては正統派的やり方
は守られていたといわれている。そうしたなかで大蔵省が赤字財政に頼ったのは再軍備の出現のと
きだけであった。 1936年の再軍備によって大蔵省の考え方に変化がみとめられたといわれる所以で
ある。
それについては，ホーソン，ウインチおよびハッチソンは大蔵省が，ロイド・ジョージやケイン
ズその他の人々の影響を受けつつあったとしている45)。財政政策，とくに公共事業についていえば，
ホーソンとウインチは1930年代までに大蔵省はケインズの影響力の高まりに帰す一つの変化である
が，ありうべき将来の景気後退における一つの安定手段として公共事業に賛成する覚悟を決めてい
たということをはっきりといっている46)。これと対照的にピーデンの研究は，第2次大戦以前に「大
蔵省は失業救済として公共事業の利用について懐疑的なままであった」と結論している 47)0
当時の状況では，政府が公共事業についての考え方を多少変化させたであろうことは想像に難く
ない。また，ケインズやロイド・ジョージの影響を受けた経済学者は公共事業への支持を集めつつ
あり，公共事業の理論的正統性をますます確信するようになった。一方，再軍備支出の雇用に対す
る有利な効果が赤字財政のための一般的事例の正当性を表すものとして提示された。
政府当局にとっては，再軍備計画の金融や管理によって引き起こされた政治的・経済的状況変化
の相互の影響のほうが，理論的発展やケインズおよびロイド・ジョージの影響よりもむしろ大きか
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ったのである。すなわちそれは次の 2点であるとかんがえられる。まず第1に，赤字財政による再
軍備が平時の借金によって公共事業を行う事の先例となった。第2に，国防支出の増加が加速する
につれて，予算を政策手段とすることによって需要管理を積極的に行うという初めての試験的企て
を展開した。
大蔵省は， 1939-40年の借入規模は総需要を増大させることによってのみ，ィンフレなしに資金を
調達しうるものであると考えていた。防衛費支出は，他の事情が同じであるならば，その目的を達
成することができるが，私的部門の需要に対しては結果的に逆効果を与えることになり，それによ
る信頼の喪失が，防衛費支出を増大しにくくするであろう。したがって，貯蓄の増加は必要である
と思われる。かくて，信頼の問題は新しい意味をもつのである。
1939年までに，財政政策その他の政策は，総需要を積極的に管理するために実施されたが，ケイ
ンズ的需要管理原理を政府が受け入れたという証拠がない。「経済学者によって唱導されたようなも
のでなかったけれども，増大した公共支出が1937-8年の景気後退を実際に克服した」48)とはいえ，政
府はなお依然として雇用の高いそして安定した水準の維持を主要な目的と責任の一つとして受け入
れていなかった49)0
しがって， 1936年の再軍備が1930年代末における，むしろ特別の状況を生じたのであって，決し
て政策の効果があらかじめ意図されていたのではなかったのである。しかし， 1937年以降の赤字財
政は，たとえそれが当局の意図するところではなかったとしても，後の平和時の経済管理の先駆け
となりえたことは明らかである。
実際，再軍備局面は正統派からの一時的逸脱にすぎなかったと考えられた。したがって戦争が起
こらなかったならば，再軍備計画が完成し，借入が期限切れになった1942-3年の予算は大蔵省によ
って均衡予算を強いられたに違いない。そして再軍備支出が直接雇用を刺激するという考え方が，
ケインズ政策あるいは彼の理論的立場に正当性を与えもしなかったであろう。むしろそれは，大蔵
省がいつも抱いていた見解に光をあて強化にすぎない。すなわち，特定の状況下において雇用手段
として公共支出が用いられたにすぎないし，有効であったにすぎないということである。これらは，
すべて政治的，経済的そして心理的要因が有利に結びつくことによって生じたものなのでである 50)0
公共事業，国内貨幣政策，財政政策およびマクロ経済政策といわれるものに対する大蔵省の姿勢
を評価するとき，イギリスが1939年にロイド・ジョージやケインズ的方向の管理経済からは依然と
して若干の距離があったと考えざるをえないであろう。その最終的受容は，最近の研究によれば，
第2次大戦中，とくに1941年のチャーチル戦時挙国一致内閣のもとでのサー・キングスリー・ウッ
ド蔵相の予算および1944年の『雇用政策』白書によって公然化されたとの見解が一般的なようであ
る51)0
注
本稿は関西大学学術研究助成基金（平成8, 9年度共同研究）による成果の一部である。
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